
資料２

平成29年度地方創生関係交付金事業　事業効果（総括表）

茨城県まち・ひと・しごと総合戦略 事業名 事業効果 事業数

つくば等の科学技術を活用した成長産業創出プロジェクト

中小企業IoT等自動化技術導入促進事業

いばらき伝統的工芸品産業イノベーション推進事業

いばらき創業10,000社プロジェクト事業

DMO観光地域づくり推進事業 地方創生に効果があった 1

茨城県工業技術センター施設機能強化事業

市民力による歴史遺産活用まちづくりプロジェクト

繊維・プラスチック産業支援拠点整備事業

水郷筑波・サイクリングによるまちづくりプロジェクト

第２のふるさと・いばらきプロジェクト推進事業

プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業

地方創生人材還流・定着支援事業 地方創生に効果があった 1

茨城県立県民文化センター施設整備事業 地方創生に対する効果が表面化していない 1

≪基本目標３≫
若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（該当事業なし） － 0

茨城版　持続可能な地域づくり～「広域公共交通ネットワーク」プ
ラス「小さな拠点」

地方創生に相当程度効果があった 1

安心して暮らせる生活環境づくり総合支援事業 地方創生に効果があった 1

地方創生に非常に効果的であった 5

地方創生に相当程度効果があった 3

地方創生に効果があった 3

地方創生に効果がなかった 0

地方創生に対する効果が表面化していない 4

計 15

【事業効果区分】

①地方創生に非常に効果的であった：全てのKPIが目標値を達成するなど，大いに成果が得られたとみなせる場合

②地方創生に相当程度効果があった：一部のKPIが目標値に達しなかったものの，概ね成果が得られたとみなせる場合

③地方創生に効果があった：KPIの達成状況は芳しくなかったものの，事業開始前よりも取組が前進・改善したとみなせる場合

④地方創生に効果がなかった：KPIの実績値が開始前よりも悪化した，もしくは取組としても前進・改善したとは言い難いような場合

⑤地方創生に対する効果が表面化していない：拠点整備交付金事業で施設の供用開始から時間が経っておらず，事業効果を測るに至っていない場合

合　計

≪基本目標２≫
本県への新しいひとの流れをつくる

≪基本目標１≫
本県における安定した雇用の創出

≪基本目標４≫
時代に合った地域をつくり，安心なくらしを守るととも
に，地域と地域を連携する

地方創生に非常に効果的であった

地方創生に相当程度効果があった

2

2

地方創生に対する効果が表面化していない 3

地方創生に非常に効果的であった 3


